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２０年の運転延長やめよ 

 

 県議会最終日に、日本共産党茨城県議団は

「県民の願いにこたえる予算編成を」と山中

たい子県議が討論に立ち、橋本知事が提案し

た2017年度予算案に反対しました。 

 採決の結果、共産党以外の賛成多数で、知

事が提案したすべての議案が可決しました。 

山中たい子議員 



  

主な議案・請願・意見書 
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２０１７年度茨城県一般会計予算 × 〇 〇 〇 〇 〇 

  〃    茨城県水道事業会計予算 × 〇 〇 〇 〇 〇 

「共謀罪」新設の法案撤回を求める意見書 ○ × × × × × 

原発被災者の支援継続を求める意見書 〇 × × × × × 

戸別所得補償制度の復活を求める意見書 〇 × × × × × 

児童扶養手当の拡充を求める意見書 〇 × × × × × 

2017年度茨城県一般会計予算総額  

歳 

入 

県 税     地方交付税 県債

(33.5%)    (17.2%)  (11.7%)(11.2%)(9.7%) (8.4%) 

                                               (8.3%) 

歳 

出 

一般行政費       人 件 費     公債費 

  (31.3%)       (29.2%)    (12.7%) (11.6%) 

                                  (13.1%) 

扶助費 

(2.1%)   
○県債残高(公債費)2兆1,632億円（一般会計の1.94倍）  

｢共謀罪｣を新設する組織犯罪処罰法改正案の撤回を 
 

要旨：｢共謀罪｣は実際の犯罪行為がなくても、｢相談｣や｢計画｣

をしただけで処罰するという、刑法の大原則を180度転換する

もの。法案は｢思想及び良心の自由｣を保障した憲法第19条に背

く違憲立法であり撤回することを求める。 

原発事故被災者の支援継続を求める 
 

要旨：被災者を分断するいっさいの線引きや排除を行わず、す

べての被災者の生活・生業再建に国と東京電力が支援するこ

と。住宅の無償提供を継続すること。医療費免除を継続し、健

康調査を実施すること。｢原発ゼロ｣に踏み出すこと。 

農業者戸別所得補償制度の復活を求める 
 

要旨：米価の下落は生産費を大きく下回り、稲作農家は｢作る

だけ赤字｣という状況。米の流通業者の経営も立ち行かなく

なっている。当面、生産費をまかなう所得補償制度を復活さ

せ、国民の食料と地域経済、国土と環境を守ること。 

児童扶養手当の拡充を求める 
 

要旨：児童扶養手当の支給額を引き上げること。支給開始５年

後に支給額を半減させないこと。事情により祖父母が養育して

いる場合、年金と児童扶養手当の満額併給を認めること。 

 


